
民法民法民法民法    第第第第 177177177177 条条条条    ((((不動産に関する物権の変動の対抗要件不動産に関する物権の変動の対抗要件不動産に関する物権の変動の対抗要件不動産に関する物権の変動の対抗要件))))    

不動産に関する物権の得喪及び変更は、不動産登記法その他の登記に関する法律の定めるところに従いその登記をしな

ければ、第三者に対抗することができない。 

 

民法民法民法民法    第第第第 162162162162 条条条条    ((((所有権の取得時効所有権の取得時効所有権の取得時効所有権の取得時効))))    

20 年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者は、その所有権を取得する。 

２ 10 年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者は、その占有の開始の時に、善意であり、か

つ、過失がなかったときは、その所有権を取得する。 

 

民法民法民法民法    第第第第 613613613613 条条条条    ((((転貸の効果転貸の効果転貸の効果転貸の効果))))    

賃借人が適法に賃借物を転貸したときは、転借人は、賃貸人と賃借人との間の賃貸借に基づく賃借人の債務の範囲を限度

として、賃貸人に対して転貸借に基づく債務を直接履行する義務を負う。この場合においては、賃料の前払をもって賃貸人

に対抗することができない。 

３ 賃借人が適法に賃借物を転貸した場合には、賃貸人は、賃借人との間の賃貸借を合意により解除したことをもって転借

人に対抗することができない。ただし、その解除の当時、賃貸人が賃借人の債務不履行による解除権を有していたときは、

この限りでない。 

 

民法民法民法民法    第第第第 541541541541 条条条条    ((((催告による解除催告による解除催告による解除催告による解除))))    

当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に

履行がないときは、相手方は、契約の解除をすることができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がそ

の契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

民法民法民法民法    第第第第 612612612612 条条条条    ((((賃借権の譲渡及び転貸の制限賃借権の譲渡及び転貸の制限賃借権の譲渡及び転貸の制限賃借権の譲渡及び転貸の制限))))    

賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸することができない。 

２ 賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたときは、賃貸人は、契約の解除をすることが

できる。 

 

民法民法民法民法    第第第第 415415415415 条条条条    ((((債務不履行による損害賠償債務不履行による損害賠償債務不履行による損害賠償債務不履行による損害賠償))))    

債務者がその債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるときは、債権者は、これによって生じた損

害の賠償を請求することができる。ただし、その債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に

照らして債務者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により損害賠償の請求をすることができる場合において、債権者は、次に掲げるときは、債務の履行に代わ

る損害賠償の請求をすることができる。 

1 債務の履行が不能であるとき。 

 

民法民法民法民法    第第第第 94949494 条条条条    ((((虚偽表示虚偽表示虚偽表示虚偽表示))))    

相手方と通じてした虚偽の意思表示は、無効とする。 

２ 前項の規定による意思表示の無効は、善意の第三者に対抗することができない。 

 

民法民法民法民法    第第第第 95959595 条条条条    ((((錯誤錯誤錯誤錯誤))))    

意思表示は、次に掲げる錯誤に基づくものであって、その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要な

ものであるときは、取り消すことができる。 

1 意思表示に対応する意思を欠く錯誤 

2 表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真実に反する錯誤 


